
緊急共同声明の呼びかけ 

 

今、参議院では生活保護法改正案や生活困窮者自立支援法案が審議されています。これ

は社会保障制度改革推進法（昨年８月成立）が打ち出した「自助・共助」を社会保障に優

先させる方向にそって生活保護制度の根底を覆す内容を含んでいます。 

 もしこれらの法案が通れば、これまでにも増して生活困窮者は生活保護を利用できなく

なり、餓死者、自殺者が増える悲惨な事態が広がることは明白です。 

 残念ながら、今の国会の勢力関係ではこれら改悪法案の成立が阻まれることは極めて難

しいと思われます。生活保護はごく少数の貧乏人の問題で、選挙にも影響がないから削っ

ても問題ないというのが現政権や官僚、議員の多数派の考え方であるようです。言うまで

もなく生活困窮者は社会的な声を上げにくい弱者です。しかし、「貧乏人は政治に口出しす

るな」がまかり通れば民主主義は成立ちません。 

 いま新たな高まりを見せている改憲の動きも、排外的ナショナリズムと共に、社会的弱

者の排除抑圧とワンセットになっています。 

 生活保護基準の切り下げなどに反対し、生存権を守る運動はこれから新しい局面を迎え

ます。国会の力関係からして法案は通るとしても、どれほどの社会的反対の中で通るかは、

いのちと人間らしい暮らしを守る今後の運動にも大きく影響します。 

私たち研究者はどの立場に立つのか、その良心がこの問題でも問われているのではないで

しょうか。 

 この緊急声明にご賛同下さると共に、お知り合いに広めて下さるようお願い致します。

終盤国会の日程が押しているため、この声明は随時公にしていきたいと考えています。そ

の際には声明の最終段落は適宜改めることを予めご了承下さい。 

お名前と共に、所属・専門など identify する事項を添えて下さい（但し発表に当たっては何

らかの調整をすることがあります）。一刻も早いご賛同をお待ちします！ 

このメールの拡散もお願いします！ 
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  生活保護法の改悪に反対する研究者の緊急共同声明（確定版） 

 

 いま国会で審議されている生活保護法改正案は、不正受給を防ぐためと称して 

 ① 生活保護申請時に資産・収入方法についての書類提出などを義務づけると共に、 

 ② 親族の扶助義務を事実上生活保護の要件としている。 

 これは自由で民主的な社会の基盤であるセーフティーネットとしての生活保護を脅かす

ものであって、私たちはけっして許すことはできない。 

 

 ①については、悪名高い「水際作戦」による門前払いを合法化するものだとの批判を受

けて、衆議院で「特別の事情があるときは」書類提出などを要しないと修正された。しか

し、「特別の事情」を判断するのは「水際作戦」を進めてきたような行政の窓口である。 

 政府は「運用はこれまで通り」として「門前払いにならないように各自治体に通知する」

と言っているが、そうであるならば、口頭申請も可能であることを法文に明記すべきであ

る。「特別の事情があるとき」の書類提出など免除を例外的に認めたからといって、書類提

出などが原則となれば、門前払いが横行するのは目に見えている。 

 そもそも、このようは書類の提出は申請の後で済むことであり、裁判判例も申請は口頭

でよいことを認めている。ギリギリの生活を迫られている人たちには、国連社会権規約委

員会も勧告しているように、保護申請すること自体を容易にすることこそが切実に求めら

れているのである。 

 また、②は衆議院においてもまったく修正されていない。親族関係は多様である。夫へ

の通知・調査を怖れるＤＶ被害者だけでなく、親族に「迷惑がかかる」ことから申請をた

めらう人は現在でも少なくない。家族・親族に厳しく「共助」を求めることは国の責任転

嫁に他ならない。 

 さらにまた、今度の改正案は、③ジェネリック医薬品の使用義務づけ、保護受給者の生

活上の責務、保護金品からの不正受給徴収金の徴収を定めている。保護受給と引き換えに

生活困窮者にこのような責務を課すことは、性悪説を前提に保護受給者を貶め、その尊厳

を傷つけるものである。 

 以上、この改正案は全体として生活保護を権利ではなく「恩恵」「施し」とし、生活困窮

者に恥と屈辱感を与え、劣等者の刻印を押し、社会的に分断排除するものということがで

きる。 

 生活困窮者は少数であり、常に声を上げにくい当事者である。しかし、セーフティーネ

ットは、競争からこぼれ落ちた人々を救うためだけの制度ではない。それは自由な社会の

なかで生きる人々が、様々なリスクを抱えつつも、幸福に暮らすことを安心して自由に追

求できるための必須の条件である。セーフティーネットを切り縮めることは、自由で民主

的な社会の基盤を掘り崩すものといわざるを得ない。これは生活困窮者だけの問題ではな



く総ての人々の生存権に対する深刻な攻撃である。 

 しかし、衆議院は当事者である生活困窮者の意見はもとより、専門家の所見もまともに

審議せず、わずか２日で法案を参議院へ送った。そこで挿入された「特別の事情」の運用

なども精査されなかった。既に会期末を迎え残された審議時間はわずかであり、上に指摘

した問題点を解消することは不可能である。政府はすでに、生活保護費の生活扶助をこの

８月から３段階で約６７０億円引き下げるとしており、本法案もそれとワンセットのもの

と唱えられている。しかし、政府方針や予算によって国会の立法が左右されるとしたらそ

れは許しがたい転倒である。 

 

 参議院は拙速に走ることなく、国権の最高機関を担う一院として本法案を廃案とするこ

とを厳に求めるものである。 

 

2013年 6月 18日火曜日 


